
○幼児教育・保育の無償化とは   　

○対象児童、対象施設・サービスについて
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（注釈1）開始年齢については、原則小学校就学前の３年間が無償化となりますが、幼稚園（認定こども園の１号を含む）部分につ
いては、学校教育法の規定に鑑み、満３歳（３歳の誕生日）から無償化となります。

（注釈2）保育園・認定こども園の保育園部及び企業主導型保育施設のいずれかに在園する児童は、対象外となります。

（その他）幼稚園・保育園・認定こども園等と併せて、障害児発達支援施設等を利用している児童についても、無償化の対象とな
ります。

幼稚園(認定こども園幼稚
園部も含む) + 預かり保育

幼稚園の利用料に加え、
日額490円（月額12,300円）まで

(満3歳の間は日額490円(月額17,700円)まで)
必要 必要

認可外保育施設、
一時預かり、病児保育、ﾌｧﾐ
ﾘｰ・ｻﾎﾟｰﾄ・ｾﾝﾀｰ（注釈2）

月額40,300円まで
（0～2歳は月額45,700円まで）

必要 必要

企業主導型保育施設 標準的な利用料が無償 － 入園時に確認済み
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幼稚園（新制度未移行） 月額28,000円まで　（注釈1） 必要 －

幼稚園（新制度移行済） 0円　（注釈1） －

入園時に確認済み

認定こども園の幼稚園部 0円　（注釈1） － －

認定こども園の保育園部
（地域型保育事業を含む）

0円 －

入園時に確認済み

幼児教育・保育の無償化について

　幼児教育・保育における保護者の経済的負担の軽減を図る少子化対策の観点から、令和元年10月1日より実施さ
れています。
　対象は、３歳児から５歳児クラスの子どもと０歳児から２歳児クラスの住民税非課税世帯の子どもです。
　対象となる施設やサービスは、従来の認可施設（保育所・認定こども園など）に在園する場合だけでなく、認可外保
育施設や、預かり保育などのサービスを利用する場合でも、一定の条件のもと、上限額の範囲内で利用料（保育料）
が無償化となります。
　ただし、利用する施設に応じて発生する給食費（主食分）や、行事費・通園送迎費などは、利用料（保育料）とは異な
る実費負担部分となりますので、引き続き保護者負担となります。

区分

対象児童

（1)３歳児クラスから５歳児クラスの子ども
（２)０歳児クラスから２歳児クラス（満３歳を含む）の住民税
      非課税世帯の子ども

利用料または無償化の上限額
無償化の申請
（市への手続）

保育の必要性の認定
（市への手続）

認可保育所 0円 －
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●保育の必要性の認定（教育・保育給付認定）

○利用開始後変更が生じた場合

　「施設等利用給付認定変更申請書兼変更届」等の提出が必要となります。
　下の表をご確認の上、認定内容に変更が生じた場合には、必要書類の提出をお願いいたします。
　認定事項の内容に変更があったにもかかわらず、「施設等利用給付認定変更届」の提出がない場合には、無
償化の認定を受けられなくなる場合がありますので、ご注意ください。
　変更が生じる月の前月15日までに、在籍している園に書類を提出してください。

変更の内容 提出書類

認定区分(新1号・新2号・新3号)を変更する場合

施設等利用給付認定変更申
請書兼変更届

（様式集：様-27）

認定事由等により異なります。
1ページで必要書類を確認してく
ださい。

認定事由(就労、求職活動等)を変更する場合

就労先の変更

就労を開始したとき

婚姻や離婚等による世帯構成の変更 変更内容が分かる資料

税額(市町村民税額)が変更した場合
こども課にお問い合わせくださ
い。

利用施設を変更又は退園する場合

市外へ転出する場合

○無償化の給付認定

　前ページの一覧表で、利用したい施設や、サービスが、無償化の申請が「必要」となっている場合には、市に申
請を行ってください。
　この「無償化の給付認定（子育てのための施設等利用給付認定）」は、すでに保育所や認定こども園等を利用
している場合に受けている「教育・保育給付認定（支給認定）」とは別のものとなります。
　特に、保育施設・サービスを利用する場合には、「保育の必要性」についても併せて認定を受ける必要があり
ますので、実際に保育施設・サービスを利用する前に、忘れずに申請を行ってください。

　保育の必要性の認定（教育・保育給付認定）とは、「子ども・子育て支援法」で定められている施設やサービス
を利用する場合に、必要な認定です。必要に応じた保育・教育サービスを受けるために、保育の必要性や必要
量を判定するものです。

認定区分 対象となる子ども 無償化となる主な施設・事業

新1号認定 満3歳以上の就学前の子ども ・未移行幼稚園

■子育てのための施設等利用給付認定

新2号認定
3歳児クラス（年少）以上で、保護者の労働や疾病等により
保育を必要とする子ども

・幼稚園（認定こども
　園幼稚園部も含む）
　＋ 預かり保育
・認可外保育施設新3号認定

0～2歳児クラス（満3歳も含む）で、住民税非課税世帯かつ、
保護者の労働や疾病等により保育を必要とする子ども
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※1　地域型保育（小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育、事業所内保育）、企業主導型（標準的な利用料）も対象です。

※2　認可外保育施設に加え、一時預かり事業、病児保育事業、ファミリー・サポート事業が対象です。
       認可外保育施設とは、一般的な認可外保育施設、地方自治体独自の認証保育施設、ベビーシッター、認可外の事業所
       内保育等を指します。

※3　無償化の対象となるためには、市役所こども課から「保育の必要性の認定」を受ける必要があります。

※4　「子ども」とは、「子ども・子育て支援法第６条の子ども（１８歳未満）」とします（安中市の取扱い）。

幼稚園の利用に加えて

0～2歳

はい いいえ

保育所・認定こども園 認可外保育施設等

3～5歳

幼稚園
(安中市内には

ありません。) 保育所・認定こども園（※1）

対象の幼稚園 対象でない幼稚園

こどもの年齢は？

(4月1日時点)

住民税非課税世帯

ですか？

現在利用している施設は

どれですか？

3歳児クラスからが対象と

なります

利用料が

無料になります
お子さまが通う幼稚

園は子ども・子育て支

援新制度の対象の幼

稚園ですか？

保育の必要性の認定

（※3）を受けている場合、

利用料が月額45,700円

まで無償になります

利用料が月額

28,000円まで無償

になります

認可外保育施設等

（※2）

保育の必要性の認定（※3）を受け

ている場合、利用料が月額

40,300円まで無償になります

幼稚園の預かり保育

保育の必要性の認定（※3）を受けてい

る場合、幼稚園の利用料に加え月内の

預かり保育利用日数に490円を乗じ

た額と預かり保育の利用料を比較し小

さいほうが月12,300円まで無償とな

ります

無償化対象フローチャート

利用料が

無料になります
利用料が

無料になります

◎子ども(※4)を3人以上扶

養している場合には、申請に

基づき第３子以降の就学前

児童について利用者負担額

（保育料）が無料となります

現在利用している施設はどれで

すか？


